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研究要旨 

日本人女性の年間乳癌罹患数60,000例のうち40歳未満の若年女性は4,000人に及び、

中でも 35-39 才の年齢層での罹患数は増加している（2007）。乳癌初期治療では、化学療

法による卵巣機能障害や長期内分泌療法は妊孕性の保持を困難にし、挙児希望のある患

者はライフプランの変更が余議なくされる。 

本研究は、挙児希望を有する乳癌患者の意思決定と乳癌治療医と生殖医療医の円滑な

協働の支援を目指して、①乳癌患者の妊孕性保持に関する指針案の策定、②リアルタイ

ムでのコンサルテーション・システムの確立、③若年乳癌患者のがん・生殖に関するア

ウトカムに関するデータベースの構築を目的とした研究を行い、指針案および患者用冊

子の作成、データベース構築に関するパイロット研究の研究計画書を作成するとともに、

若年乳癌患者における抗ミューラー管ホルモンの意義に関する臨床研究を行った。 
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Ａ．研究目的 

日本人女性の年間乳癌罹患数 60,000

例のうち40歳未満の若年女性は4,000人

に及び、中でも 35-39 才の年齢層での罹

患数は増加している（2007）。乳癌初期治

療における薬物療法は生命予後を改善す

るが、化学療法による卵巣機能障害や長

期内分泌療法は妊孕性の保持を困難にす

るため、挙児希望のある患者はライフプ

ランの変更が余議なくされる。このため、

乳癌薬物療法の選択において、患者との

対話を重視し、サバイバーシップとのバ

ランスをとるべきとの考え方が普及して

きたが、”がん・生殖医療（Oncofertility）”

の領域は海外においても比較的新しい研

究領域である（図１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ Medline 検索による文献数の推

移（2014.3 月現在）（検索語：“fertility 

preservation (妊孕性保持”) AND “breast 

cancer (乳癌)”） 

 

 国内では、患者向けガイドライン(日本

乳癌学会 2006, 2009)、平成 21-23 年がん

研究開発費「若年乳癌患者のサバイバー

シップ支援プログラムの構築」班（大野）

のウェブサイト（2011）を通じ、患者へ

の啓発は進んできた。一方、平成 21-23

年度 厚労科研｢がん患者及びその家族

や遺族が抱える精神心理的負担による

QOL への影響を踏まえた精神心理的ケ

アに関する研究」班（清水、加藤）が行

った日本乳癌学会乳腺専門医および日本

生殖医学会生殖専門医に対する意識調査

(2010, 2011)では、再発の不安、生殖医療

の照会先がないこと、診療時間の制約、

生殖専門医の乳癌の知識不足、パートナ

ー不在が、患者支援の現実的な障害とし

て挙げられた。また、生殖医療医の調査

において乳癌患者の生殖医療における生

殖専門医のニーズについて質的検討を行

ったところ、①コンセンサスの形成とガ

イドラインの策定、②データベースの構

築とエビデンスの蓄積、③ネットワーク

形成、④システム、⑤人的・経済的支援、

⑥患者・医療者教育がニーズとして挙げ

られ（表１）、乳癌治療医と生殖医療医の

コミュニケーション支援ツールや、診療

支援ツールの開発により、挙児希望のあ

る乳癌患者の診療は改善し得ると考えら

れた。 

 以上より、国内の現状は、ISFP の示す

指針（図 2）の、Step 1、2 が完了した段

階であり、乳癌治療医と生殖医療医との

連携システムの構築は緊喫の課題である。

本研究では、同指針の Step 3 にあたる

「乳癌治療医と生殖医療医の正式な協力

関係の樹立」し、 挙児希望を有する乳癌

患者の意思決定と乳癌治療医と生殖医療

医の円滑な協働の支援を実現するため、

①乳癌患者の妊孕性保持に関する指針案

の策定、②リアルタイムでのコンサルテ

ーション・システムの確立、③若年乳癌

患者のがん・生殖に関するアウトカムに

関するデータベースの構築を目的とした

研究を行い、指針案および患者用冊子の

作成、データベース構築に関するパイロ

ット研究の研究計画書を作成するととも

に、若年乳癌患者における抗ミューラー

管ホルモンの意義に関する臨床研究を行



った。 

本研究により、乳癌治療医と生殖医療

医のコミュニケーションの促進、若年乳

癌患者の癌治療と生殖医療の質の向上、

ひいては個々の若年乳癌患者のサバイバ

ーシップの質の向上が期待される。さら

に DB に乳癌患者の生殖医療の治療成績

や安全性に関するデータが蓄積できれば、

将来の若年乳癌患者の治療選択において

有用な情報源となる。また、乳癌患者で

の妊孕性支援システムのモデルは、他の

成人悪性腫瘍、小児悪性腫瘍患者の妊孕

性に関するサバイバーシップ支援の促進

の一助となると考えられる。 

 

 

図 2 International Society of Fertility 

Preservation モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

Ｂ．研究方法 

① 乳癌患者の妊孕性保持に関するガイ

ドラインの作成 

1. 海外の乳癌およびその他の悪性

腫瘍患者の妊孕性保持ガイドライン

の検討し、国内の一般女性に対する不

妊治療に関する産婦人科・生殖医療関

連学会のガイドライン、「医学的介入

により造精機能低下の可能性のある

男性の精子の凍結保存」 (2003)をも

とに、「若年性乳癌患者の妊孕性に関

するガイドライン（仮）」の内容を検

討した。 
 

 

 

 

 

 

 

 

2. MINDs診療ガイドライン作成の

手引き(2007)に準拠して、指針案の作

成をすすめた。ガイドラインのmoku

ガイドライン作成の目的は挙児希望

を有する乳癌患者の意思決定支援の

ための医療者間の情報共有であり、対

象は、乳癌治療医、生殖医療医および

関連するコメディカルとした。 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 



作成委員は、当研究班の研究代表・

分担者 8 名に加え、日本・がん生殖研

究会の参加者で、当該領域について精

通する国内の乳がん治療医および生殖

専門医 31 名。 

クリニカルクエスチョンは、昨年度

実施した班員による協議により、計 31

個選択し、5 領域の大項目に分類した

（表２）：①患者への情報提供、医療者

のコミュニケーションについて、②乳

癌と診断された患者の将来の妊娠につ

いて、③挙児希望を有する乳癌患者の

がん治療について、④挙児希望を有す

る乳癌患者の生殖医療について、⑤妊

娠前のスクリーニング、妊娠中・出産

後の管理について。クリニカルクエス

チョン以外に、「乳がん患者の生殖医療

における倫理的問題」という項目をお

き、がん医療、生殖医療の立場から、

各 1 名が法律専門家の助言を得ながら

表２ 

 



執筆を担当することとした。また、巻

末には乳癌・生殖領域で用いられる専

門用語について用語集を作成すること

とした。 

各クリニカルクエスチョンにつき、

専門領域の原案執筆担当者 1 名を指名

し、執筆担当者はクリニカルクエスチ

ョンについての文献検索、アブストラ

クト・フォームの作成を行うとともに、

文献の批判的吟味にもとづき推奨文お

よび推奨グレード、解説文原案を作成

した。作成された原案は、3-4 名の執

筆者チーム（乳腺 5 チーム、生殖 4 チ

ーム）でチーム内レビューを行い、さ

らに、乳腺・生殖それぞれのチーム間

でのレビュー2 回実施し推敲した。さ

らに、生殖側執筆担当者のコンセンサ

ス会議、乳腺執筆担当者のコンセンサ

ス会議を各 1 回実施し、合議により各

ＣＱに対する推奨文と推奨レベルを決

定した。 

「乳がん患者の生殖医療における倫

理的問題」に関しては、執筆者、法律

専門家および本研究班研究代表者・分

担者の参加による会議を 2 回開催し、

議論を行った。主な論点は、がん生殖

医療におけるがん治療医と生殖医療医

の役割とその責任の範囲、患者への情

報提供と治療決定の主体、卵子保存・

受精卵保存における国内外の倫理規範、

乳がん患者の生殖医療において起こり

得る具体的倫理的問題、法廷における

本ガイドラインの位置づけなどであり、

その内容をガイドライン序文および

「乳がん患者の生殖医療における倫理

的問題」の項に反映させた。 

② 乳癌患者の生殖医療に関するリアル

タイム・コンサルテーション・システ

ムのモデル作成 

リアルタイム・コンサルテーション・

システムには、a. 情報提供・紹介ツ

ール、b. 治療前の患者の卵巣機能評

価、c. 乳癌治療医と生殖医療医のネ

ットワーク形成などが含まれる。ネッ

トワーク形成に関しては、特定非営利

活動法人 日本がん・生殖医療研究会

（設立代表者 鈴木直）が取り組みを

始めており（http://www.j-sfp.org/pu

blic_patient/map_breastcancer.htm

l#clinic01）、当研究班では、a. 情報

提供・紹介ツールの作成および治療前

の患者の卵巣機能評価に関する臨床

研究を進めた。 

a. 患者用冊子の作成 

平成21-23年度 厚労科研｢がん

患者及びその家族や遺族が抱え

る精神心理的負担によるQOLへ

の影響を踏まえた精神心理的ケ

アに関する研究」班において作成

した患者情報提供用小冊子「乳が

ん治療に際して将来の出産を御

希望の患者さんへ」試作版の妥当

性評価を行い、患者への妊孕性保

持と医療者間のコミュニケーシ

ョンを支援する情報提供ツール

として完成させ、日本がん・生殖

医療研究会のホームページ上（ht

tp://www.j-sfp.org/public_patien

t/map_breastcancer.html#clinic

01）に公開した。 

b. 化学療法を実施した乳癌患者に

おける抗ミューラー管ホルモン

(AMH)の意義の検討 

【背景】挙児希望のある乳癌患者

においては、治療開始前に卵巣予



備能を評価するとともに、受精卵、

未受精卵もしくは卵巣組織の凍

結保存など妊孕性保持の選択肢

についての情報提供が必須とな

る。一方で、円滑に乳癌治療を進

めることも重要であり、患者が受

精卵・卵子保存を希望する場合に

は、卵巣予備能の評価や採卵を短

期間ですすめることが望ましい。

 卵巣内には原始卵胞と、原子卵

胞から発育した一次卵胞・成熟卵

胞があり、成熟卵胞に至るには約

半年の期間が必要である。卵巣内

では数多くの原子卵胞が同時に

一次卵胞・成熟卵胞へと発育過程

におり、AMHは発育過程にいる

卵胞の数を反映すると考えられ

ており、リアルタイムでのコンサ

ルテーション・システム作成にお

いて、卵巣予備能の評価や卵巣刺

激の方法の選択に役立つ可能性

がある。 

我々は、平成２１－２３年度厚生

労働科学研究費補助金がん臨床

対策事業「がん患者及びその家族

や遺族が抱える精神心理的負担

によるQOLへの影響を踏まえた

精神心理的ケアに関する研究」班

で実施した先行研究「若年性乳が

んにおける化学療法・内分泌療法

に伴う卵巣機能抑制に関する研

究」（資料1）において、AMHの

有用性に関するpreliminaryな検

討を行った。その結果、年齢、化

学療法の内容によらず化学療法

直後のAMHは全例で低下し、化

学療法直後のAMHは卵巣予備能

評価の有用性は否定的であった。

今回、我々は上記研究において、

観察期間を延長し、AMHの意義

を検討した。 

【方法】2006年1月～2008年12

月に初回化学療法を施行されたS

tage I-IIIの原発性乳癌症例で30

歳未満6例に加え30-35歳・36-40

歳・41-45歳の各群から無作為に

抽出した15例ずつ51例と,2010年

9月以降に化学療法開始前に本研

究に同意した20症例全71症例の

うち,治療前のAMH値の検討が可

能であった53例に対しAMHの変

化と月経再開の有無について検

討した。 

 今回医原性早発閉経を化学療

法終了後1年で月経再開が認めら

れないものと定義し、53例中観察

期間が１年以上であった44例に

ついて、医原性早発閉経の有無に

ついて検討した。また同じく１年

後、２年後にAMH値の回復が認

められたか否かについて検討で

きた30例、24例についてもAMH

の回復について検討した。 

 

③ 妊孕性保持を希望する若年乳癌患者の

乳癌の予後・生殖に関するアウトカム

を評価するためのデータベース)の構

築 

  データベース作成に必要な項目の

抽出し、研究プロトコールを立案した。 

 

（倫理面への配慮） 

ガイドライン案や患者用冊子の作成は、

患者を直接対象とした研究ではないため患

者に直接の不利益や危険性はない。 

AMH の検討は臨床研究の倫理指針を遵

守して実施した。またデータベース構築に

関する研究は疫学研究の倫理指針を遵守し



て実施した。 

乳癌患者の妊孕性に関する指針案におい

ては、研究班内での議論のもと、乳癌患者

の妊孕性保持に関する方針決定にあたって

がん医療と生殖医療が倫理面での利害が衝

突する際に、医療者の責任は医学的アセス

メントと十分な情報提供、医学的助言、意

思決定の支援にあり、最終的な方針の決定

は、患者の自己決定権(autonomy)を最も尊

重する立場をとることとした。 

 

Ｃ．研究結果 

① 乳癌患者の妊孕性保持に関するガイ

ドライン案の作成 

a. 国内外のガイドラインの検討 

既存の海外のガイドラインとし

て、American Society of Clinical 

Oncology, International Society o

f Fertility Preservation, Fertipro

tektのガイドラインを検討した。こ

れらのガイドラインの生殖医療の観

点からみた問題点として、加齢に伴

う卵の数と質の低下や母体保護の観

点からみた出産年齢が加味されてい

ないこと、生殖補助医療において本

来評価されるべきアウトカムである

生児獲得率への言及がないこと、L

HRHアナログによる卵巣保護に関

する論文においてはエンドポイント

となっている月経回復率が卵巣予備

能の代替指標として不適切であるこ

とが挙げられた。このようなガイド

ライン自体の内的妥当性に関する問

題があるほか、提供卵子による体外

受精、代理出産が認められておらず

（http://www.jsog.or.jp/about_us/v
iew/html/kaikoku/H16_4.html）、

養子縁組も海外ほど一般的でない国

内の状況を考えると、海外のガイド

ラインをそのまま利用することは困

難であり、独自のガイドラインの作

成が必要であると考えられた。 
国内では、資料２のごとく、医学

的介入による男性の造精機能の低下

に対する精子保存の指針が示されて

いる（http://www.jsrm.or.jp/guideli

ne-statem/guideline_2003_01.html）。

胚および卵子の凍結保存に関しては、

日本産科婦人科学会より見解が示さ

れている（http://www.jsog.or.jp/et

hic/hitohai_20100422.html）が、悪

性腫瘍の治療など医学的介入による

女性の卵巣機能の低下を想定した具

体的指針ではない。同学会の「体外

受精・肺移植に関する見解」（http:

//www.jsog.or.jp/about_us/view/ht

ml/kaikoku/H18_4_taigaijusei.ht

ml）では体外受精・胚移植は配偶者

を有する女性を対象とすることが前

提となっており、配偶者のいない女

性に対する国内における例外的な取

り組みとしてA-PART（The Intern

ational Association of Private As

sisted Reproductive Technology 

Clinics and Laboratories, 不妊・

生殖補助医療国際学会）日本支部が、

「複数施設における血液疾患未婚女

性患者における卵子採取、ならびに

凍結保存の臨床研究」（http://www.

apartonline.info/japan/pdf/apart_2

012_0423_2.pdf）を、研究として実

施している実態がある。 
以上より、配偶子の取り扱いに関

する基本的な考え方や、インフォー

ムドコンセントにあたり癌治療医や

生殖医療医が情報提供すべき内容に

関しては、上述の国内の倫理規範に

則ることが求められると考えるが、

配偶者のいない乳癌患者への卵子保

存に関する国内の基盤は脆弱であり、



現実に臨床現場で遭遇することの多

い未婚女性の卵子保存に関しては、

卵子保存技術は技術的にも未確立で

あると考えられ、規範の整備や、登

録制度の確立を含む研究的基盤の整

備を考慮する必要があると考えられ

た。また、乳癌患者の妊孕性保持と

いう観点からは、多くは35歳を超え

る妊娠・出産となると考えられるこ

とから、生殖年齢の解釈に関しても

一定のコンセンサスが必要と考えら

れた。 
さらに、がん患者に対する妊孕性

保持に関連した懸念事項として、以

下に示すような問題点が挙げられた。 

・予後不良と考えられる患者の挙児

希望が、児の福祉という観点から、

社会的に許容されるものであるか？ 

・有効性に関するエビデンスが確立

している薬物療法の省略や中断が患

者への潜在的な不利益をもたらす可

能性があるが、癌治療医の医療上の

責任は問われる可能性はないか？ 

・がんの診断後短期間で意思決定が

必要となる状況下で、患者に十分に

情報を咀嚼し、自己決定できるの

か？ 

 

b. ガイドライン案の作成 

本研究において作成するガイドラ

イン案は、①インフォームドコンセ

ントにおける基本的な考え方、②必

要な体制、③クリニカルクエスチョ

ン、④倫理的・法的問題の４部構成

とすることとした。 

クリニカルクエスチョンについて

は、乳癌治療に関するクリニカルク

エスチョン（生殖医療医の臨床的疑

問）、生殖医療に関するクリニカル

クエスチョン（乳癌治療医の臨床的

疑問）に大別し、それぞれ乳癌治療

医と生殖医療医が執筆を担当するこ

ととした。 

クリニカルクエスチョンに対する

本文・エビデンスレベル・推奨レベ

ルの記載に関しては、Minds診療ガ

イドライン選定部会による「診療ガ

イドライン作成の手引き」を参考に

して作成することとした。原案作成

担当者は、各クリニカルクエスチョ

ン文献検索を行い、アブストラク

ト・フォームを作成、エビデンスレ

ベルと推奨レベルを付与する。さら

にグループ内・グループ間のピアレ

ビュー、癌治療医・生殖医療医別の

コンセンサス会議、全体のコンセン

サス会議を経て最終案とすることと

した。コンセンサス会議後、2014年

2月に執筆者全員による最終チェッ

クを経た後のガイドライン案を資料

2に示す。 

なお、ガイドラインの作成は、当

研究班の班員に加え、日本がん・生

殖医療研究会のメンバーに依頼する

こととした。 

 

② 乳癌患者の生殖医療に関するリアル

タイム・コンサルテーション・システムの

モデル作成 

a. 患者用冊子の作成   

 平成 21-23 年度厚生労働科学研究

補助金「がん患者及びその家族や遺族の

抱える精神心理的負担によるQOLへの

影響を踏まえた精神心理的ケアに関す

る研究」班で作成した試作版患者用小冊

子（B6 版、全 16 頁）の医療者からみ

た有用性と内容の妥当性の評価するた

め、任意の乳腺外科医、腫瘍内科医、生

殖医療医（計 39 名）に送付し（資料 7、

8、9）、25 人より回答を得た。 



約 80％がパンフレットは「自分の役

に立つ」「患者の役に立つ」と回答した

が、内容のわかりやすさについた「わか

りやすい」48％、「ふつう」30％、「少

しわかりづらい」22％、「わかりづらい」

0％であった。回答者より得た指摘事項

を踏まえ、改訂版を作成した患者用冊子

最終版を資料３に示す。主な特徴は、冊

子がエビデンスに関する一般的な情報

提供にとどまらず、患者自身が情報を収

集し検討すべき事項について整理した

こと（「②あなたの場合を考えるため

に」）、乳癌治療医と生殖医療医がそれ

ぞれより得たい事項を書き入れること

ができる欄（⑤あなたの乳がん治療担当

医と生殖医療担当医の連絡ノート）を設

けたことである。また、先行研究のアン

ケート調査により乳癌患者の生殖医療

の受け入れの可否を公表することに同

意した生殖医療専門医のリストを掲載

した。 

本冊子はがん・生殖医療研究会のホー

ムページ

(http://www.j-sfp.org/public_patient/

map_breastcancer.html#clinic01）より

ダウンロード可能である（図３）。なお、

同ホームページは平成 21-23 年がん研

究開発費「若年乳癌患者のサバイバーシ

ップ支援プログラムの構築」班のウェブ

サイト

(http://www.jakunen.com/html/tokuch

o/yogo.html)へのリンクを張っており、

妊孕性保持を希望する若年乳癌患者が

若年乳癌の特徴や予後について学ぶ機

会を提供している。 

 

b. 化学療法を実施した乳癌患者にお

ける抗ミューラー管ホルモン



(AMH)の意義の検討 

 年齢中央値は 36 歳,観察中央期間

は 673 日であった。医原性早発閉経

に関しては、治療前 AMH 値低値 

(<2.43 vs. >=2.44, p=0.06, Odds 

10.0, 95% CI 0.9-251)、ホルモンレ

セプター陽性 ( 陽性 vs. 陰性, 0.06, 

3.0x107, 1.1x10246 - )、アンスラサ

イクリン系抗がん剤の後のタキサ

ン系抗がん剤の追加投与  ( あり 

vs. なし, 0.004, 3.3x108, 3.4x1010-) 

が独立予測因子として抽出された。 

 AMH 値の再開については、1 年目、

2 年目共に治療前 AMH 値(1 年目、 

>= 2.44 vs. <2.43, p=0.03, 12.0 , 

1.3-276) (2年目、0.07, 9, 0.8-227) 、

年齢が若いこと (1 年目、<34 vs. 

>=34,  0.4, 2.0, 0.3-15.7) ,(2 年目、



0.6, 1.6, 0.19-15.6) が有意に多く

認められ、1 年目 2 年目何れにおい

ても治療前のAMH値が独立予測因

子として抽出された。また今回の検

討症例の中に 4 例の妊娠出産症例

を認めた。 

 

③ 妊孕性保持を希望する若年乳癌患者の

乳癌の予後・生殖に関するアウトカムを

評価するためのデータベース)の構築 

パイロット研究のコンセプトを確定し、

研究実施計画書を作成した（資料４）。

シェーマ（図４）および骨子は以下のと

おり。 

【研究タイトル（仮）】「若年早期乳癌

患者に対する乳癌治療開始前生殖技術

の安全性および治療後の妊孕性に関す

るデータベース構築に関するパイロッ

ト研究」 

【目的】①我が国における若年乳癌患

者の治療後の妊娠・出産の probability

と安全性、②若年早期乳癌患者に対する

乳癌治療開始前生殖技術の安全性と有

効性について評価することを目的とし

た、がんと生殖に関するパイロットデー

タベースを構築し、その feasibility を

評価する。 

【対象】40 歳未満で診断を受けた初発

乳がん患者、Stage 0-IIIA 

【研究デザイン】多施設共同、前向き、

非介入、観察、コホート研究 

【目標症例数/研究期間】 約 200 例/1

年 

【参加予定施設数】 7 施設（国がん、

聖マ、昭和、聖路加、虎の門、九州がん

セ、筑波大） 

【観察項目】 属性、原発巣所見、乳癌

に対する初期治療、乳癌の転帰、月経状況・

血液中 E2, FSH 値、生殖医療実施状況（配

偶子保存方法、有害事象、がん治療後 ART）、

その他の重篤な有害事象 

 

 

Ｄ．考察 

 乳癌治療医と生殖医療医による

協議のもと、乳癌患者の妊孕性に関す

るガイドライン案の作成をすすめた。

ガイドライン案は本年度内に序文、用

語集も含めた最終版を完成し、外部評

価を経たうえで平成 26 年 8 月公開予

定である。外部評価委員として、乳癌

専門家、生殖医療専門家、生命倫理専

門家、不妊治療施設倫理委員経験者/

スピリチュアルケア研究者各 1 名（男

性 3 人、女性 1 名）への依頼を予定し

ている。本指針が公開されれば、乳癌

治療・生殖医療それぞれの領域の現場

担当者による現状の理解がすすむも

のと思われ、さらにインターネットか

ら直接ダウンロードできる患者用冊

子が活用されることにより、患者と医

療者とのコミュニケーションの円滑

図４ 



化、患者の意思決定、診療時間の短縮

に役立つと思われる。ガイドラインお

よび冊子は今後定期的な改訂を予定

している。 

なお、指針で示される多くの生殖医

療の推奨レベルは C1-C2 であり、乳

癌のアウトカムを中心に考えると、安

全性に関するエビデンスが決定的に

不足している。本領域においては臨床

試験やデータベースを用いたエビデ

ンスの創出が求められており、今後デ

ータベース構築をすすめるとともに、

臨床研究を推進する必要がある。未婚

女性の卵子保存などに関する規範の

整備や、登録制度の確立を含む研究的

基盤を確立する必要があると考えら

れた。研究班では 2014 年 1 月 28 日

付けで、日本産婦人科学会「医学的適

応による未受精卵子および卵巣組織

の採取・凍結・保存に関する見解（案）」

に対し、研究班としての見解を示した

(資料 5)。いずれにしても、乳癌患者

の妊孕性に関する実地臨床において

は、がん医療と生殖医療の倫理面での

利害が衝突するケースが少なくない

と予想され、今後は、医療者の生命倫

理に関する意識の啓発、患者とのコミ

ュニケーション技術の向上、意思決定

を支援する人材の育成、現場における

倫理的判断を支援する医の倫理委員

会の充実が必要と考えられた。本研究

における取組みは、乳癌以外の疾患領

域における妊孕性に関する支援プロ

グラムのモデルとしての活用される

ことが期待される。 

本研究では AMH の臨床的有用性

について、先行研究に引き続き検討し

た。今回の検討では観察期間を延長し

たことで、医原性早発閉経、AMH 回

復症例共に検討できる症例が増えた。

各々の検討で、治療前の AMH 値が独

立予測因子となる可能性が示唆され

た。しかし、観察期間中央値が 2 年と、

未だ不十分であり、また月経の再開が

即ち妊娠可能を示すわけではなく、治

療終了後の妊娠出産との関係も含め、

更に検討を深めてゆく必要がある。 

 

Ｅ．結論 

挙児希望を有する乳癌患者の意思決定と

乳癌治療医と生殖医療医の円滑な協働の支

援を目指して、乳癌患者の妊孕性保持に関

するガイドライン案および患者用冊子を作

成した。患者用冊子は公開し、ガイドライ

ン案に関しては書籍化を予定している。乳

癌患者の生殖医療に関しては、その安全性

や適切な管理に関する医学的な知見は乏し

く、がん・生殖医療におけるデータベース

構築と臨床研究の推進が必須であると考え

る。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  該当なし 
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